








第 122 号議案 

大田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る条例の一部を改正する条例 

上記の議案を提出する。 

平成 28 年 11 月 29 日 

提出者 大田区長 松 原 忠 義 

大田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関す

る条例の一部を改正する条例 

大田区行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する条

例（平成 27 年条例第 59 号）の一部を次のように改正する。 

別表中 29 の項を 35 の項とし、28 の項を 34 の項とし、27 の項を 33 の項とし、

26 の項を 30 の項とし、同項の次に次のように加える。 

別表中 25 の項を 29 の項とし、24 の項を 28 の項とし、23 の項を 27 の項とし、

同表 22 の項中「（昭和 22 年法律第 164 号）」を削り、「又は外国人生活保護関

係情報」を「、外国人生活保護関係情報又は児童育成手当関係情報」に改め、同

項を同表 24 の項とし、同項の次に次のように加える。 

31 法別表第１の 34 の項に規定する知的障害者

福祉法（昭和 35 年法律第 37 号）による事務

であって規則で定めるもの 

地方税関係情報、介護保

険給付等関係情報、介護

サービス利用者負担額関

係情報、生活保護関係情

報、外国人生活保護関係

情報、中国残留邦人等支

援給付等関係情報又は法

別表第１の８の項に規定

する児童福祉法による事

務に関する情報であって

規則で定めるもの 

32 法別表第１の 49 の項に規定する母子保健法

（昭和 40 年法律第 141 号）による事務であっ

て規則で定めるもの 

外国人生活保護関係情報

であって規則で定めるも

の 



別表中 21 の項を 22 の項とし、同項の次に次のように加える。 

別表中 20 の項を 21 の項とし、４の項から 19 の項までを１項ずつ繰り下げ、３

の項の次に次のように加える。 

別表に次のように加える。 

付 則 

この条例は、平成 29 年１月１日から施行する。 

（提案理由） 

25 法別表第１の 10 の項に規定する予防接種法

（昭和 23 年法律第 68 号）による事務であっ

て規則で定めるもの 

生活保護関係情報、外国

人生活保護関係情報、中

国残留邦人等支援給付等

関係情報又は法別表第１

の 11 の項に規定する身

体障害者福祉法（昭和 24

年法律第 283 号）による

事務に関する情報であっ

て規則で定めるもの 

26 法別表第１の 12 の項に規定する身体障害者

福祉法による事務であって規則で定めるもの 

地方税関係情報、介護保

険給付等関係情報、介護

サービス利用者負担額関

係情報、生活保護関係情

報、外国人生活保護関係

情報、中国残留邦人等支

援給付等関係情報又は法

別表第１の８の項に規定

する児童福祉法による事

務に関する情報であって

規則で定めるもの 

23 法別表第１の７の項に規定する児童福祉法

（昭和 22 年法律第 164 号）による事務であっ

て規則で定めるもの 

外国人生活保護関係情報

であって規則で定めるも

の 

４ 低所得世帯に対する介護保険料の減額に関す

る事務であって規則で定めるもの 

同 

36 法別表第１の 94 の項に規定する子ども・子

育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）による

子どものための教育・保育給付の支給又は地

域子ども・子育て支援事業の実施に関する事

務であって規則で定めるもの 

外国人生活保護関係情報

又は児童育成手当関係情

報であって規則で定める

もの 



個人番号を利用する事務及び当該事務において利用する特定個人情報を加える

ため、条例を改正する必要があるので、この案を提出する。 



第 123 号議案 

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

上記の議案を提出する。 

平成 28 年 11 月 29 日 

提出者 大田区長 松 原 忠 義 

職員の退職手当に関する条例の一部を改正する条例 

 職員の退職手当に関する条例（昭和 32 年条例第３号）の一部を次のように改正

する。 

 第 13 条第５項中「、その者が退職の際勤務していた当該地方公共団体の事務を

同法第５条第１項に規定する適用事業と」を削り、「高年齢継続被保険者」を「高

年齢被保険者」に改め、同項第２号中「第 37 条の４第３項前段」を「第 37 条の

４第３項」に改め、同条第６項中「、その者が退職の際勤務していた当該地方公

共団体の事務を同法第５条第１項に規定する適用事業と」を削り、「高年齢継続

被保険者」を「高年齢被保険者」に改め、同条第８項中「又は広域求職活動費」

を「又は求職活動支援費」に改め、同項第６号を次のように改める。 

 (６) 求職活動に伴い雇用保険法第 59 条第１項各号のいずれかに該当する行

為をする者 同条第２項に規定する求職活動支援費の額に相当する金額 

第 13 条第 13 項を同条第 14 項とし、同条第 12 項中「第８項」を「第９項」に

改め、同項を同条第 13 項とし、同条中第 11 項を第 12 項とし、第 10 項を第 11

項とし、同条第９項中「前項第３号」を「第８項第３号」に改め、同項を同条第

10 項とし、同条第８項の次に次の１項を加える。 

９ 前項の規定は、第５項又は第６項の規定による退職手当の支給を受けること

ができる者（第５項又は第６項の規定により退職手当の支給を受けた者であつ

て、当該退職手当の支給に係る退職の日の翌日から起算して１年を経過してい

ないものを含む。）について準用する。この場合において、前項中「次の各号」



とあるのは「第４号から第６号まで」と、「技能習得手当、寄宿手当、傷病手

当、就業促進手当」とあるのは「就業促進手当」と読み替えるものとする。 

付 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成 29 年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ 退職職員（退職した職員の退職手当に関する条例第２条に規定する職員をい

う。以下同じ。）であって、退職職員が退職の際勤務していた当該地方公共団

体の事務を雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第５条第１項に規定する適用

事業とみなしたならば雇用保険法等の一部を改正する法律（平成 28 年法律第

17 号）第２条の規定による改正前の雇用保険法第６条第１号に掲げる者に該当

するものにつき、この条例による改正後の職員の退職手当に関する条例（以下

「新条例」という。）第 13 条第５項又は第６項の勤続期間を計算する場合にお

ける職員の退職手当に関する条例第 11 条の規定の適用については、同条第１項

中「在職期間」とあるのは「在職期間（雇用保険法等の一部を改正する法律（平

成 28 年法律第 17 号）の施行の日（以下この項及び次項において「雇用保険法

改正法施行日」という。）前の在職期間を有する者にあつては、雇用保険法改

正法施行日以後の職員としての引き続いた在職期間）」と、同条第２項中「月

数」とあるのは「月数（雇用保険法改正法施行日前の在職期間を有する者にあ

つては、雇用保険法改正法施行日の属する月から退職した日の属する月までの

月数（退職した日が雇用保険法改正法施行日前である場合にあつては、零））」

とする。 

３ 新条例第 13 条第８項（第６号に係る部分に限り、同条第９項において準用す

る場合を含む。）の規定は、退職職員であって求職活動に伴いこの条例の施行

の日（以下「施行日」という。）以後に同号に規定する行為（当該行為に関し、



この条例による改正前の職員の退職手当に関する条例（以下この項及び第５項

において「旧条例」という。）第 13 条第８項第６号に掲げる広域求職活動費に

相当する退職手当が支給されている場合における当該行為を除く。）をしたも

の（施行日前１年以内に旧条例第 13 条第５項又は第６項の規定による退職手当

の支給を受けることができる者となった者であって施行日以後に新条例第 13

条第５項又は第６項の規定による退職手当の支給を受けることができる者とな

っていないものを除く。）について適用し、退職職員であって施行日前に公共

職業安定所の紹介により広範囲の地域にわたる求職活動をしたものに対する広

域求職活動費に相当する退職手当の支給については、なお従前の例による。 

４ 新条例第 13 条第９項において準用する同条第８項（第４号に係る部分に限

る。）の規定は、退職職員であって施行日以後に職業に就いたものについて適

用し、退職職員であって施行日前に職業に就いたものに対する職員の退職手当

に関する条例第 13 条第８項第４号に掲げる就業促進手当に相当する退職手当

の支給については、なお従前の例による。 

５ 施行日前に旧条例第 13 条第５項又は第６項の規定による退職手当の支給を

受けることができる者となった者（施行日以後に新条例第 13 条第５項又は第６

項の規定による退職手当の支給を受けることができる者となった者を除く。）

に対する職員の退職手当に関する条例第 13 条第８項第５号に掲げる移転費に

相当する退職手当の支給については、なお従前の例による。 

（提案理由） 

 雇用保険法の改正に伴い、高年齢求職者給付金の支給対象者の範囲を改めるほ

か、規定を整備するため、条例を改正する必要があるので、この案を提出する。 



第 124 号議案 

大田区議会議員及び大田区長の選挙における選挙運動の公費負担に関する

条例の一部を改正する条例 

上記の議案を提出する。 

平成 28 年 11 月 29 日 

提出者 大田区長 松 原 忠 義 

大田区議会議員及び大田区長の選挙における選挙運動の公費負担に関する

条例の一部を改正する条例 

大田区議会議員及び大田区長の選挙における選挙運動の公費負担に関する条例

（平成５年条例第 34 号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第２号ア中「１万 5,300 円」を「１万 5,800 円」に改め、同号イ中「7,350

円」を「7,560 円」に改める。 

 第８条中「７円 30 銭」を「７円 51 銭」に改める。 

 第 11 条中「26 円 73 銭」を「27 円 50 銭」に、「55 万 7,115 円」を「57 万 3,030

円」に改める。 

付 則 

１ この条例は、公布の日から施行する。 

２ 改正後の大田区議会議員及び大田区長の選挙における選挙運動の公費負担に

関する条例の規定は、この条例の施行の日（以下「施行日」という。）以後そ

の期日を告示される選挙について適用し、施行日の前日までにその期日を告示

された選挙については、なお従前の例による。 

（提案理由） 

公職選挙法施行令の改正に伴い、大田区議会議員及び大田区長の選挙における

選挙運動用自動車の使用に係る公費負担の限度額等を改定するため、条例を改正

する必要があるので、この案を提出する。 



第 125 号議案 

大田区廃棄物の減量及び適正処理に関する条例の一部を改正する条例 

上記の議案を提出する。 

平成 28 年 11 月 29 日 

提出者 大田区長 松 原 忠 義 

大田区廃棄物の減量及び適正処理に関する条例の一部を改正する条例 

大田区廃棄物の減量及び適正処理に関する条例（平成 11 年条例第 36 号）の一

部を次のように改正する。 

 別表１の部(１)の項中「36 円 50 銭」を「40 円」に改め、同部(２)の項中「36

円 50 銭」を「40 円」に、「69 円」を「76 円」に改め、同部(３)の項中「36 円

50 銭」を「40 円」に、「2,500 円」を「2,800 円」に改め、同表２の部中「2,600

円」を「3,000 円」に改める。 

付 則 

１ この条例は、平成 29 年 10 月１日から施行する。 

２ この条例の施行の際現に改正前の大田区廃棄物の減量及び適正処理に関する

条例（以下「旧条例」という。）別表に規定する事業系一般廃棄物又は一般廃

棄物と併せて処理する産業廃棄物の排出に係る廃棄物処理手数料を納付した者

に旧条例第 52 条第１項の規定により交付している有料ごみ処理券については、

平成 29 年 10 月 31 日までの間は、引き続きこれを使用することができる。 

（提案理由） 

廃棄物処理手数料及び動物死体処理手数料を改定するため、条例を改正する必

要があるので、この案を提出する。 
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